





































































































































































































































































































































































































































































































































































































































Ⅴ　お わ り に
　平成25年東京地判の事例は，属人的定めの許容により懸念される弊害が顕
在化した例であり，平成27年東京地判の事例は，属人的定めに実務上のニー
ズがあることを明らかにした。弊害が顕在化することにより損害を受ける少
数株主の救済（61）や，属人的定めを設けた後の定款規定の運用に関する問題
は，なお考察を重ねる必要がある。本来的には株主間契約に類する事項を，
109条２項により定款に定めを置く仕組みとし，さらに同条３項がこれを種類
株式とみなすこととした法制度が，種類株式制度との整合性を含め，株主の
個性に着目した取扱いのニーズに応えるものとなっているか，属人的定めの
制度枠組みの総合的検証も必要であろう。いずれも今後の課題としたい。
　中小企業庁『事業承継ガイドライン』（2016年12月）68頁では，属人的定めが，近年，
認知症等により現経営者の判断能力が低下した場合への対応策としても注目されている
とされ，会社の意思決定に空白期間が生ずることを防止するため，例えば株式の大半を
後継者に生前贈与し，先代経営者は１株だけ保有している状態において，先代経営者が
株主である限りは議決権を100個とする，としておき，さらに「（先代経営者）が医師の
診断により認知症と診断された場合においては，議決権は１個となる」旨を定める手法
が紹介されている。
　伊勢田・前掲注㉗１頁以下が，つとにこの問題を指摘し，損害賠償請求について考察
している。
［追記］校正作業中，鳥山恭一「株主平等の原則および定款変更による属人的な定め」尾崎
安央＝川島いづみ＝若林泰伸編『公開会社法と資本市場の法理』（商事法務，2019年） 
137頁以下に接した。
